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A…日時・期間　D…会場　G…内容　F…対象・定員　H…参加費・入場料　C…持ち物　E…申込み　B…問合せ 掲載した市役所各課の電話番号は直通番号です

広報こしがやお知らせ版　平成27年（2015年）12月号

　平成28年1月29日㈮まで臨時福祉給付金・
子育て世帯臨時特例給付金の申請を受け付け
ています（消印有効）。
　申請受付期間を過ぎると受け付けできなく
なりますので、ご注意ください。
　申請関係書類が届いていない方で、給付金
の対象と思われる方は福祉・子育て臨時給付
金室へお問い合わせください。
B福祉・子育て臨時給付金室（本庁舎１階）
　☎９６３ー９１９４

申請はお済みですか？ 
臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金の

申請受付期間は
平成28年１月29日㈮

までです

　

一
般
会
計
は
、
越
谷
市
の
行
政
運

営
の
基
本
的
な
経
費
を
中
心
に
計
上

さ
れ
た
も
の
で
す
。
平
成
２７
年
度
の

予
算
額
は
９
３
６
億
１
０
４
９
万
円

で
す
（
当
初
予
算
額
は
８
９
９
億
円

で
、
９
月
補
正
予
算
お
よ
び
繰
越
事

業
を
含
み
ま
す
）。

　

歳
入
の
内
訳
は
図
１
の
と
お
り
で

す
。
主
な
も
の
は
、
市
民
税
、
固
定

資
産
税
な
ど
の
市
税
で
４
４
７
億
６

１
０
０
万
円
、
全
体
の
４７
・
８
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
上
半
期
の
歳
入
予

算
の
執
行
状
況
は
、
９
月
末
日
現
在

４
７
６
億
２
１
１
６
万
円
で
５０
・
９

％
の
執
行
率
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
の
内
訳
は
図
２
の
と
お
り
で

す
。
主
な
も
の
は
、
障
が
い
者
福

祉
・
高
齢
者
福
祉
・
児
童
福
祉
・
生

活
保
護
な
ど
に
充
て
ら
れ
る
民
生
費

が
３
９
２
億
３
７
７
８
万
円
、
全
体

の
４１
・
９
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

次
い
で
、
保
健
衛
生
、
環
境
衛
生
、

公
害
対
策
、
ご
み
・
し
尿
処
理
な
ど

に
充
て
ら
れ
る
衛
生
費
が
１
１
０
億

６
６
５
６
万
円
、
全
体
の
１１
・
８
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。
上
半
期
の
歳
出

予
算
の
執
行
状
況
は
３
８
９
億
５
４

１
８
万
円
で
４１
・
６
％
の
執
行
率
と

な
っ
て
い
ま
す
。

g
貸
付
額
は
、
高
校
等
５０
万
円
以

内
、
大
学
等
８０
万
円
以
内
。
返
済

は
卒
業
後
６
カ
月
据
え
置
き
、
５

年
以
内
の
年
賦
ま
た
は
半
年
賦
返

済
。
無
利
子　

f
平
成
２８
年
４
月

に
高
校
や
大
学
等
に
入
学
予
定
の

お
子
さ
ん
の
保
護
者
で
、
入
学
資

金
に
お
困
り
の
市
内
在
住
の
方

（
合
格
発
表
前
の
申
請
可
）。
所
得

制
限
あ
り
。
連
帯
保
証
人
（
市
内

に
１
年
以
上
居
住
し
、
申
請
者
と

同
じ
住
所
で
な
い
、
市
民
税
の
所

得
割
が
課
税
さ
れ
て
い
る
な
ど
債

務
を
保
証
で
き
る
２０
歳
以
上
の
方

１
人
）
が
必
要
で
す　

e
２８
年
１

月
５
日
㈫
〜
２５
日
㈪
に
貸
付
申
請

書
、
家
庭
調
書
、
在
学
ま
た
は
出

身
校
の
学
校
長
の
推
薦
書
（
す
べ

て
指
定
用
紙
）
を
直
接
教
育
総
務

課
（
第
二
庁
舎
４
階
）
へ
。
申
請

書
等
は
教
育
総
務
課
で
配
布　

b

教
育
総
務
課
☎
９
６
３
＝
９
２
８

０ 

　

市
民
の
皆
さ
ん
に
市
の
財
政
状
況

を
よ
り
理
解
し
て
い
た
だ
く
た
め
、

財
務
書
類
を
作
成
・
公
表
し
て
い
ま

す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
市
が
保
有
す
る
す

べ
て
の
資
産
と
負
債
が
把
握
で
き
る

ほ
か
、
資
産
を
将
来
世
代
の
負
担
と

現
在
ま
で
の
世
代
の
負
担
で
ど
の
よ

う
に
作
り
上
げ
て
き
た
か
な
ど
が
明

確
に
わ
か
り
ま
す
（
国
が
推
奨
す
る

「
新
地
方
公
会
計
制
度　

基
準
モ
デ

ル
」
に
基
づ
い
て
、
市
や
土
地
開
発

公
社
、
第
三
セ
ク
タ
ー
な
ど
の
関
連

団
体
も
含
め
た
連
結
ベ
ー
ス
で
表
し

た
も
の
で
す
）
。

　

財
務
書
類
は
、
貸
借
対
照
表
、
行

政
コ
ス
ト
計
算
書
、
資
金
収
支
計
算

書
、
純
資
産
変
動
計
算
書
の
４
つ
で

構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

広
報
で
は
平
成
２６
年
度
の
決
算
を

基
に
作
成
し
た
財
務
書
類
の
一
部
を

お
知
ら
せ
し
ま
す
。
詳
し
く
は
「
越

谷
市
の
ざ
い
せ
い
状
況
（
平
成
２７
年

度
上
半
期
）
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い

（
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ま
た
は
各
地
区

セ
ン
タ
ー
で
ご
覧
に
な
れ
ま
す
）
。 

b
財
政
課
☎
９
６
３
＝
９
１
１
５

越
谷
市
の
財
務
書
類
を
作
成
し
ま
し
た

市
民
１
人
あ
た
り
の
資
産

２
０
７
・
０
万
円
、負
債
58
・
１
万
円

平
成
27
年
度
一
般
会
計
予
算
執
行
状
況
（
上
半
期
）
（
9
月
末
現
在
）

B
財
政
課
☎
９
６
３
＝
９
１
１
５

越
谷
市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

図１ 歳入

＊パーセントは予算の構成比
＊カッコ内は執行済額
＊　　　　は執行状況

148億7,926万円
（65億8,450万円）

447億6,100万円
（266億4,600万円）

65億1,080万円
（4,570万円）

49億7,815万円
（9億8,128万円）

予算額
収入済額

936億1,049万円
476億2,116万円

54億4,656万円
（8億9,630万円）

170億3,472万円
（124億6,738万円）

図２ 歳出
予算額
支出済額

936億1,049万円
389億5,418万円

貸借対照表（バランスシート） 行政コスト計算書

資金収支計算書
（キャッシュフロー計算書）

　平成26年度末時点において、越谷市単体および第三セクター等を含め
た連結ベースで市の資産がどれだけあり、その資産をどのような財源
（負債・純資産）でまかなってきたかを一目で分かるようにしたものです。
左側に「資産」を表示し、右側に「負債」および資産と負債の差額である
「純資産」を計上しています。

　経常的な活動に伴うコストと使用料・手数
料等の収入を示すものです。経常費用合計から
経常収益合計を差し引いたものが当該年度の
純経常行政コストとなります。

48,494

16,368
644,202

次世代が負担する借入金
（市債）など、将来返済する
必要のある債務です。

市民１人当たりの負
債はどれくらい？

資　産 負　債692,696 経常費用

人にかかるコスト

物にかかるコスト

業務にかかるコスト

移転支出的なコスト

163,308

22,450
18,307
61,959
60,592

20,742
△ 14,439
△ 6,902

△599

17,085

194,560

これまでの世代がすでに負
担をし、次世代へ引き継ぐ
正味財産の総額です。

１年間に提供された行政サービ
ス（資産形成に使ったものは除
く）に要したすべての費用です。

純資産 498,136

（　）内は市民１人あたりの金額

資　産
6,927.0億円
（207.0万円）

負　債
1,945.6億円
（58.1万円）

純資産
4,981.4億円
（148.8万円）

H26

資　産
6,828.9億円
（205.2万円）

負　債
1,811.3億円
（54.4万円）

貸借対照表を昨年と比べてみると・・・

純資産
5,017.7億円
（150.8万円）

H25

道路や公園など、今ま
での世代で負担が済
んでいるものはどれ
くらい？

総資産のうち純資産
（正味資産）はどれく
らい？

負債の割合は前年に比べ
て1.6ポイント増加して
28.1％となっています。

前年に比べて2.0ポイ
ント減少しています。

前年に比べて1.6ポイ
ント減少しています。

資産
207万円

純資産
148.8万円

負債
58.1万円

77.3％ 71.9％

　現金の流れを示すものです。市がどのような
活動に資金を必要としているのかを示してい
ます。

期首資金残高

1　経常的収支
2　公共資産整備収支
3　財務的収支

　当期収支

期末資金残高

平成25年度平成26年度

平成25年度平成26年度（単位:百万円）

（単位:百万円）

17,684
20,820

△ 14,799
△ 6,738

△ 717

16,368

17,085

経常収益 31,681

171,240

24,700
19,327
64,043
63,170

34,114
行政サービスの利用で、市民の皆さんが負担す
る使用料・手数料などです（市税は含みません）。

純経常行政コスト 131,627137,126
経常費用から経常収益を差し引いた純粋な
コストです。

＊経常費用は前年に比べ約79億円増加し、経常
収益は前年に比べ約24億円増加しています

期首資金残高に26年度収支を加えたもので、
26年度末の資金額のこと。

職員給与、
議員報酬など

光熱水費、
減価償却費
など

委託料、公債費
（利子）など

社会保障給付、
補助金など

人件費支出、
税収入、国庫
補助金など

固定資産
取得支出、
売却収入など

元利償還金支出、
市債発行収入
など

＊表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります

（単位：百万円）

現在、市が保有している財産の総額です。

【主な内訳】
金融資産
　現金・預金・未収金・有価証券・基金など
　　　　　　（うち現金・預金   　 　）
固定資産
　庁舎・学校・道路・公園・上下水道など

市債　7.0%

国庫支出金
15.9%

諸収入　5.8%

その他
18.2%

市税
47.8%

県支出金 5.3%

土木費 10.8%

総務費
11.2%

衛生費
11.8%

教育費 10.0%

公債費 7.8%

民生費
41.9%

その他 6.5%

392億3,778万円
（180億3,156万円）

104億7,928万円
（39億0,728万円）

93億2,582万円
（40億7,783万円）

61億0,048万円
（27億7,980万円）

110億6,656万円
（39億7,973万円）

101億1,228万円
（27億4,197万円）

72億8,829万円
（34億3,601万円）

入
学
準
備
金
を

お
貸
し
し
ま
す


